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この標準約款は、派遣先である国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以下「甲」とい

う。）と派遣元である契約相手方（以下「乙」という。）が締結する労働者派遣契約に適用

され、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」（昭和

６０年法律第８８号）に基づき、乙から甲への労働者派遣の取引に関する基本的事項を定

めるものです。ただし、個別契約書及び仕様書等に基づき個別の取り決めをされている場

合は、個別契約書及び仕様書等の文言が優先されます。 

 

Ｊ Ａ Ｘ Ａ 労 働 者 派 遣 契 約 標 準 約 款  

 

 

 

（目的） 

第１条 この標準約款（以下「本約款」という。）は、乙が乙の雇用する派遣労働者（以下

「派遣労働者」という。）を甲に派遣し、甲の指揮命令に従って甲のために業務に従事さ

せる際の基本的な条件を定めることをその目的とする。 

 

 

（約款の適用範囲） 

第２条 本約款に定める事項は、甲及び乙の間の労働者派遣の取引にこれを適用する。 

 

 

（個別契約） 

第３条 派遣労働者の派遣就業の条件その他「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派

遣労働者の保護等に関する法律」（昭和６０年法律第８８号。以下「派遣法」という。）

第２６条において労働者派遣契約に定めるべきこととされている事項については、本約

款に定めるもののほか、労働者派遣を行う都度、甲及び乙が別途締結する労働者派遣個

別契約（以下「個別契約」という。）において定めるものとする。 

２ 甲及び乙は、個別契約において、本約款に定める条項の一部の適用を排除し、又は異

なる事項を定めることができる。 

 

 

（法令遵守） 

第４条 甲及び乙は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、派遣法、その他の法令を遵

守し、適正な派遣労働者の就業に必要な措置を講じなければならない。 

 

（派遣料金） 
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第５条  労働者派遣についての派遣料金は、甲乙間において別途個別契約により定めるも

のとする。 

２  次の各号に掲げる理由により、派遣料金決定の前提となった諸条件に変動を生じた場

合は、甲乙協議のうえ、これを変更することができる。 

（１）税法その他法令の制定又は改廃 

（２）天災地変、著しい経済情勢の変動その他の不可抗力 

３ 前項の規定により派遣料金を変更する場合は、甲が予算措置を講じうる範囲内とする。 

 

 

（届出） 

第６条 乙は、甲との労働者派遣の取引開始に当たり、次の各号に定める書類を甲に提出

するとともに、甲が別途要求する事項を届け出る。 

（１）競争参加に係る全省庁統一資格 

（２）派遣法に定める許可証又は受理通知書の写し 

（３）甲に派遣される派遣労働者の時間外、休日労働に関する協定書 

２  乙は、前項により提出した書類又は届け出た内容に変更があった場合は、速やかに甲

に届け出る。 

３  乙は、第２５条各号（第８号及び第９号を除く。）の一に該当する場合、その他乙の事

業状態に著しい変動があった場合又はそのおそれがある場合は、遅延なく甲に通知する。 

 

 

（派遣労働条件の確保措置） 

第７条 乙は、甲が派遣労働者に対し、別途個別契約に定める労働を行わせることにより、

労働基準法等の法令違反が生じないよう労働基準法等に定める時間外、休日労働協定、

その他所定の法令上の手続等をとるとともに、派遣就業が適正に行われるよう、就業規

則等、派遣労働者に対する諸規則を整備し派遣就業条件の確保を図らなければならない。 

２  労働者派遣にあたってこれらの条件未整備の責任は、すべて乙において負わなければ

ならない。 

 

 

（派遣労働者の通知、派遣） 

第８条 乙は、個別契約に定める派遣業務を遂行するに足る専門的技術、知識、能力、健

康、経験等を有する労働者を、派遣労働者として選任のうえ、事前に派遣法第３５条に

定める事項のほか、派遣労働者ごとの派遣期間及び就業時間（ただし、個別契約に定め

る派遣期間、就業時間と同一の場合は省略できる。）を甲に通知しなければならない。 

（派遣労働者の交替） 
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第９条 甲は、派遣労働者が前条に定める要件を欠き若しくは欠くに至った、又は第１２

条第１項に定める遵守事項に従わないと認めたときは、代替要員の派遣を求めることが

できる。 

２  乙は、乙の事情によりやむを得ず派遣労働者の変更を要する場合、事前に甲に対し変

更の理由等を通知し、甲の了承を得たうえで行わなければならない。  

 

   

（代替要員の確保） 

第１０条  乙は、派遣労働者の病気、事故、年次有給休暇の取得その他の事由により、派

遣労働者の人員に欠員が生じる場合において、甲から欠員補充の要求があったときは、

その欠員の補充を行わなければならない。 

 

 

（適正な派遣就業措置） 

第１１条 甲は、労働基準法等の諸法令並びに本約款及び別途個別契約に定める就業条件

を守って派遣労働者を労働させるとともに、派遣労働者から苦情の申出を受けたときは

乙にすみやかに通知するとともに、乙と連絡の上、適切かつ迅速な処理を図らなければ

ならない。 

 

 

（秩序維持・規則遵守等） 

第１２条  乙は、派遣労働者が、甲の指揮命令に忠実に従い、本約款及び個別契約の他、

甲の職場の規律・秩序、法令及び甲が定める諸規則（就業上、施設管理上、安全衛生上

その他派遣労働者が遵守すべき規則を含む。）、作業心得等を遵守する（以下「遵守事項」

と総称する。）ようにするものとし、このため、これに関する教育指導等適切な措置を講

じなければならない。 

２  甲は、派遣労働者が遵守事項に違反すると判断した場合は、乙に連絡し適切な措置を

求めることができるとともに、その状況が軽微でないとき又は適切な措置を求めても改

善が認められないときは、個別契約の全部又は一部の解除その他必要な措置を講ずるこ

とができる。 

 

 

（安全衛生等）  

第１３条 乙は、派遣労働者に対し、労働安全衛生法に定める雇入れ時の安全衛生教育を

行ったうえ、甲に派遣しなければならない。 

２ 乙は、派遣労働者に対し、健康診断を行うなど、派遣労働者の健康管理に配慮しなけ
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ればならない。 

３  乙は、派遣労働者の労働災害補償保険法に基づく業務上災害、通勤災害の給付申請を

なすにあたっては、甲に随時報告するとともに、必要な協力を行うなど、迅速適正に行

うものとする。 

 

 

（支給品等取扱い）  

第１４条  甲は、派遣労働者に対し、派遣就業のために必要と認める物（以下「支給品等」

という。）を、無償で支給し、貸し付け、又は使用させる。 

２  前項に定める支給品等に関し、乙は、派遣労働者に対し次の各号を遵守させる義務を

負う。 

（１）善良な管理者の注意義務をもって管理すること。 

（２）派遣就業以外に使用し、また質入、売却、貸与等一切の処分を行わないこと。 

（３）支給、貸付もしくは使用目的が完了した場合、又は正当な理由により甲から返却の

要請があった場合、遅延なくこれを甲に返却すること。 

３  乙は、派遣労働者が前項各号の一に違反した場合、又は甲の支給品等が滅失、毀損若

しくは変質した場合は、速やかに甲に報告し、甲の指示するところにより修補、代品の

提供又は損害の賠償行うものとする。ただし、乙又は派遣労働者の責に帰し難い理由に

よるものについてはこの限りではない。 

 

 

（資料等の取扱い）  

第１５条  甲は、派遣労働者の派遣就業に必要と認めた場合、当該派遣労働者に対し資料

等を開示し、使用させることができる。 

２  前項に定める資料等に関し、乙は、派遣労働者に対し、次の各号を遵守させる義務を

負う。 

（１）善良な管理者の注意義務をもって管理すること。 

（２）甲の承諾なしに図面を複写し、第三者に閲覧させ、又は貸与しないこと。 

（３）派遣就業以外の目的に使用しないこと。 

（４）使用目的が完了した場合、又は正当な理由により甲から返却の要請があった場合、

遅延なくこれを甲に返却すること。 

３  乙は、派遣労働者が前項各号の一に違反した場合、それにより甲が被った損害を賠償

する。ただし、乙又は派遣労働者の責に帰し難い理由によるものについてはこの限りで

はない。 

 

（出張） 
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第１６条 甲は、派遣労働者を業務の都合上出張させる場合には、原則として事前に乙に

通知するものとし、緊急やむを得ない場合においては、事後速やかに通知する。なお、

出張にかかる交通費、日当及び宿泊費については、原則として乙の社内規定等により計

上する。 

 

 

（在宅勤務） 

第１６条の２ 甲は、派遣労働者の在宅勤務を認める場合、予め個別契約において派遣労

働者の自宅を就業場所として定めるものとする。なお、在宅勤務に伴って発生する通信

費（ただし甲が別途通信費を負担して貸与する情報通信機器の利用に伴うものを除く。）

や水道光熱費を含む追加費用について、甲は負担しない。 

 

 

（派遣料金の請求及び支払）  

第１７条 乙は、甲の指示するところにより関係の書類を添付のうえ、適正な支払請求書

をもって甲に派遣料金の請求をするものとする。 

２  甲は前項に規定する支払請求書を受理した日から ３０日以内に乙に派遣料金を支払

う。 

 

 

（遅延利息）  

第１８条 甲は、天災地変その他やむを得ない理由による場合を除き、派遣料金の支払を

遅延したときは、前条第２項に規定する支払期間満了の日の翌日から支払をする日まで

の日数に応じ、未支払金額に対し、当該遅延期間における民法（明治２９年法律第８９

号）第４０４条で定める法定利率による遅延利息を乙に支払う。 

２ 前項の規定により、計算した遅延利息の金額が１０，０００円未満であるときは、遅

延利息は発生しないものとし、その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端

数を切り捨てるものとする。 

 

 

（損害賠償責任） 

第１９条 乙は、派遣労働者が遵守事項に反した場合、又は乙若しくは派遣労働者の責に

帰すべき事由により、甲又は第三者に損害を与えた場合は、その損害を賠償しなければ

ならない。 

２ 前項の他、乙による本約款の違反その他乙の責に帰すべき事由により甲が損害を被っ

た場合、乙は、その損害を賠償しなければならない。 
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（不可抗力） 

第２０条 天災地変その他やむを得ない理由により甲が業務を遂行することが不可能とな

り、甲が乙の派遣労働者を休業させる場合、派遣料金は発生しない。 

２ 前項の状態には至らないものの天災地変その他やむを得ない理由により甲が通常の態

様で業務を遂行することが困難になり、甲が乙の派遣労働者を休業させる場合、派遣料

金は発生しない。 

 

 

（談合等の不正行為に係る違約金等） 

第２１条 乙は、個別契約に関し、次の各号のいずれかに該当する場合には、甲の請求に

基づき、個別契約の契約金額の１００分の１０に相当する額を違約金として甲が指定す

る期日までに支払わなければならない。 

（１）乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。

以下「独占禁止法」という。）第３条又は第１９条の規定に違反し、又は乙が構成事業者

である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委

員会が乙又は乙が構成事業者である事業者団体に対して、独占禁止法第４９条に規定す

る排除措置命令又は同法第６２条第１項に規定する納付命令を行い、当該命令が確定し

たとき。ただし、乙が同法第１９条の規定に違反した場合であって、当該違反行為が同

法第２条第９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１

５号）第６項に規定する不当廉売の場合など甲に金銭的損害が生じない行為として乙が

これを証明し、その証明を甲が認めたときは、この限りではない。 

（２）公正取引委員会が、乙に対して独占禁止法第７条の４第７項（同法第８条の３にお

いて読み替えて準用する場合を含む。）又は第７条の７第３項の規定による課徴金の納付

を命じない旨の通知を行ったとき。 

（３）乙（法人にあっては、その役員又は使用人）が刑法第９６条の６又は独占禁止法第

８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

２ 前項の違約金の定めにかかわらず、乙が個別契約に関して、前項の各号の一に該当す

ることとなったことにより甲に生じた損害の額が、前項に定める違約金の額を超過する

ときは、甲は、その超過分の損害について、乙に対して賠償を請求することができる。 

３ 乙は、個別契約に関して、第１項の各号の一に該当することとなった場合には、速や

かに当該処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない。 

４ 乙が第１項に定める違約金を甲が指定する期日までに支払わないときは、当該期日の

翌日から支払いをする日までの日数に応じ、当該期間における民法（明治２９年法律第

８９号）第４０４条で定める法定利率で計算した額の遅延利息を甲に支払わなければな
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らない。 

 

 

（秘密の保持） 

第２２条 乙及び派遣労働者は、個別契約の実施により得られた甲の秘密及び甲の労働者

に係る個人情報を第三者に漏らしてはならない。ただし、次の各号いずれかに該当する

ものについてはこの限りではない。個別契約終了後についても同様とする。 

（１）甲から知得する以前に、既に公知であるもの。  

（２）甲から知得した後に､自らの責によらず公知となったもの。  

（３）甲から知得する以前に､既に自ら所有していたもので、かかる事実が立証できるもの。  

（４）正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を伴わずに知得したもの。  

（５）甲から知得した情報に依存することなく独自に得た資料･情報で、かかる事実が立証

できるもの。  

（６）甲から公開又は開示に係る書面による同意が得られたもの。  

（７）裁判所命令若しくは法律によって開示を要求されたもの。この場合、かかる要求が

あったことを甲に直ちに通知する。  

２ 甲は、個別契約の件名、金額、契約相手方及びその他必要な情報（ただし、派遣労働

者の個人情報を除く。）を公表することができる。 

３  乙は、派遣労働者（退職後の者を含む。）に対し、第１項に定める守秘義務を遵守させ

るものとし、このため、これに関する教育指導等適切な措置を講じなければならない。 

 

 

（権利の帰属）  

第２３条 派遣労働者が派遣就業に関連して作成した一切の成果物、これらに関する発明、

発案、意匠、資料、情報及び技術等（以下「関連発明等」という。）の所有権、これらに

関し特許権、実用新案権、意匠権及び商標権を受ける権利（出願する権利を含む。）並び

にこれらに関する著作権その他一切の権利は、甲に帰属するものとする。 

２  乙は、関連発明等を個別契約の有効期間中のみならず、その終了後も自己又は第三者

のために使用し、又は第三者に開示してはならない。 

３  乙は、前項の義務を派遣労働者に遵守させなければならない。 

 

 

（権利譲渡の禁止）  

第２４条 甲及び乙は、事前に文書による相手方の承諾を得ない限り、本約款及び個別契

約により生じる権利の全部又は一部を第三者に移転させ、又は担保に供してはならない。 
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（甲の解除権） 

第２５条  第１２条に定めるもののほか、次の各号の一に該当する事態を生じた場合は、

甲は個別契約の全部又は一部を解除することができる。 

（１）乙（その派遣労働者を含む。）が正当な理由によらないで、本約款又は個別契約の全

部又は一部を履行しないとき。 

（２）乙（その派遣労働者を含む。）が甲の指示に従わないとき、その職務遂行を妨げたと

き、又は不正な行為があったとき。  

（３）乙が競争参加に係る全省庁統一資格を喪失したとき。  

（４）乙が厚生労働大臣から労働者派遣事業の許可の取消を受けたとき、又は当該事業の

全部若しくは一部の停止を命じられた場合。 

（５）乙について、破産手続、民事再生手続、会社更生手続、特別清算その他これに類す

る法的倒産手続の開始の申立てがなされ、その資産について仮差押え若しくは差押えの

命令若しくは通知がなされ、又はこれらの原因となる事由が生じたとき。 

（６）乙が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員（乙が個人の場合は乙、乙が法人の場合はその役員をいう。）が暴力団員（暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であ

ると認められるとき。 

イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴

力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

エ 役員が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認

められるとき。 

オ 役員が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。 

（７）天災地変その他やむを得ない理由により、個別契約の履行の見込みがないと認めら

れるとき。 

（８）甲の都合によるとき。 

（９）前各号の他、甲が個別契約を継続しがたいと認める事由が存在する場合。 

 

 

（乙の解除権） 

第２６条 甲が正当な理由によらないで、本約款又は個別契約の全部又は一部を履行しな
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いときは、乙は個別契約の全部または一部を解除することができる。 

 

 

（事業所単位の派遣期間制限に係る取扱い） 

第２７条 甲が乙に別途通知する事業所単位の抵触日（派遣法第３４条第１項第４号で定

める日をいう。以下「抵触日」という。）が個別契約の派遣期間に含まれる場合、当該個

別契約のうち抵触日以降の期間については、甲が乙に当該抵触日の前日までに当該事業

所単位の派遣可能期間を延長する旨を通知した場合に限り有効とする。 

２ 前項の通知が行われなかったことにより乙が損害を被った場合、甲は、その損害を賠

償しなければならない。 

 

 

（その他）  

第２８条 本約款又は個別契約に定めのない事項及び本約款又は個別契約に定める事項に

ついて生じた疑義については、必要に応じて、甲乙別途協議して定める。 

 

 

以 上 


